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「介護予防通所サービス・生活支援通所サービス」重要事項説明書」 

 

 

 

 

 

当事業所はご利用者に対して介護予防通所介護サービス・生活支援通所サービスを提供しま

す。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明

します。 

 

※当サービスの利用は、原則として「要支援」「事業対象者」と認定された方が対象となり

ます。 要支援認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 

 

１．事業者 

（１）法人名         社会福祉法人 幸輝会 

（２）法人所在地     岡山県岡山市中区国府市場９８５－１ 

（３）電話番号       ０８６－２７５－０２２０ 

（４）代表者氏名     理事長 國富 隆夫 

(５)設立年月       昭和４６年１２月１４日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類   第一号通所介護事業       平成２９年５月１日指定 

（２）事業所の目的     要支援状態または事業対象者にあたる高齢者等に対し、適正な第一号

通所介護事業を提供することを目的とします。 

（３）事業所名       高島デイサービスセンター 

（４）事業所の所在地   岡山県岡山市中区国府市場９８５－１ 

（５）電話番号        ０８６－２７５－０３０７ 

（６）事業所長（管理者）氏名    田原 可道 

（７）当事業所の運営方針    

その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営なむことができるよう、必

要な日常生活の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もっ

て利用者の生活機能の維持又は向上を目指すために、必要な日常生活の世話及び機能訓練等

の介護その他必要な援助を行う。 

 

（８）その他運営についての留意事項 

事業所は、従業員の質向上を図るための研修の機会を次の通り設けるものとし、業務体を整

備する。 

一 採用時研修 採用後３か月以内 

二 継続研修 年１回 

２ 従業員は、その勤務中常に身分を証明する証票を携帯し、利用者から求められた時は、

これを提示するものとする。 

３ 事業所の会計とその他の事業の会計は区分することとする。 

４ 事業所は、この事業を行うため、従業員、施設設備、備品、会計、その他に関する帳簿

を整備するものとする。 

５ この規定に定める事項の他、運営に関する事項は、幸輝会が定める。 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（岡山県指定 第３３７０１０３３２１号） 
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（９）開設年月        平成１２年４月１日 

（１０）利用定員        ３５人 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  岡山市 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月～金曜日（祝日を含む） 

受付時間 月～金    ８時３０分～１７時３０分 

サービス提供時間 月～金    ９時００分～１６時３０分 

 

（３）休館日及び臨時休館 

年末年始は休館させて頂きます。 

悪天候の場合及び職員の研修等で臨時休館させて頂くことがあります。    

 

４．職員の配置状況 

 当事業所では、ご利用者に対して介護予防通所介護サービス・生活支援通所サービス及び

指定通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> 

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤換算 指定基準 

１． 事業所長（管理者）    １ １ 

２． 介護職員（パート含む）    ７ ５ 

３． 生活相談員    １ １ 

４． 看護職員    １ １ 

５． 機能訓練指導員（運動指導員）    １ １ 

（看護職員と機能訓練指導員（運動指導員）は兼

務） 
  

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における 

常勤職員の所定勤務時間数（週 40 時間）で除いた数です。 

（例）週 20 時間勤務の介護職員が４名いる場合、常勤換算では、 

2 名（20 時間×4 名÷40 時間＝2 名）となります。 

<主な職種の勤務体制> 

職種 勤 務 体 制 

１． 介護職員 勤務時間：８：３０～１７：３０ 

原則として 7 名の介護職員が勤務します。 

２． 看護職員 勤務時間：８：３０～１７：３０ 

原則として１名の看護職員が勤務します。 

３． 生活相談員 勤務時間：８：３０～１７：３０ 

原則として１名の生活相談員が勤務します。 
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５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 

があります。 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第 4 条参照） 

 以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常９割）が介護保険から給付されます。  

<サービスの概要>   

☆共通サービス 

 ・ ご利用者が自立した生活を送るために、能力に応じて食事・入浴・排泄などの必要な介助を 

行ないます。 

①食事 

・ 食事の準備・介助を行ないます。 

・ 当事業所では、管理栄養士の立てる献立により、栄養・嗜好を考慮したお食事を提供してい

ます 

②送迎サービス 

・ ご利用者の希望により、ご自宅玄関前と事業所間の送迎サービスを行ないます。 

 

＜サービスの利用頻度＞ 

☆ 利用する曜日や内容等については、介護予防サービス計画・生活支援サービス計画に沿い

ながら、ご利用者と協議の上決定し、介護予防通所介護計画・生活支援通所介護計画に定

めます。 

☆ ただし、ご利用者の状態の変化、介護予防サービス計画・生活支援サービス計画に位置づけ

された目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。 

 

＜サービス利用料金（１ヶ月あたり）＞（契約書第 6 条参照） 

  下記の料金表によって、ご契約者の要支援度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

費額を除いた金額（自己負担額）をお支払いください。（上記サービスの利用料金は、ご利用

者の要支援度に応じて異なります。） 

    介護予防通所サービス＜基本サービス＞ 

ご利用者の要支援度 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 １６，７０１円 ３４，２４３円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

１５,０３１円（１割） 

１３,３６１円（２割） 

１１,６９０円（３割） 

３０,８１９円（１割） 

２７,３９４円（２割） 

２,３９７０円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

１,６７０円（１割） 

３,３４０円（２割） 

５,０１１円（３割） 

３,４２４円（１割） 

６,８４９円（２割） 

１０,２７３円（３割） 
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＜加算対象サービス＞ 

※ ★サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ７３０円 １,４６０円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

６５７円（１割） 

５８４円（２割） 

５１１円（３割） 

１,３１４円（１割） 

１,１６８円（２割） 

１,０２２円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

７３円（１割） 

１４６円（２割） 

２１９円（３割） 

１４６円（１割） 

２９２円（２割） 

４３８円（３割） 

※ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）で算定された単位数は区分支給限度基準額の 

算定対象外となっています。 

   ★介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

※ 介護職員処遇改善加算は「基本サービス」と「加算対象サービス」合計利用料金の 1000

分の 59 相当の料金となっています。 

※ 介護職員処遇改善加算で算定された単位数は区分支給限度基準額の算定対象外とな

っています。 

   

    生活支援通所サービス＜基本サービス＞ 

ご利用者の要支援度 
要支援１    

（事業対象者） 
要支援２ 

1.サービス利用料金 ７，４２２円 １５，１８０円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

６,６８０円（１割） 

５,９３８円（２割） 

５,１９５円（３割） 

１３,６６２円（１割） 

１２,１４４円（２割） 

１０,６２６円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

 ７４２円（１割）  

１,４８４円（２割） 

２,２２７円（３割） 

１,５１８円（１割） 

３,０３６円（２割） 

４,５５４円（３割） 

 

＜加算対象サービス＞ 

※ ★送迎加算（原則として、車両での送迎片道単位） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ４０６円 ４０６円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

３６５円（１割） 

３２５円（２割） 

２８４円（３割） 

３６５円（１割） 

３２５円（２割） 

２８４円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

４１円（１割） 

８１円（２割） 

１２２円（３割） 

４１円（１割） 

８１円（２割） 

１２２円（３割） 
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※ ★有資格管理者配置評価加算 

有資格管理者配置評価加算 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ７４０円 １,５１０円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

６６６円（１割） 

５９２円（２割） 

５１８円（３割） 

１,３５９円（１割） 

１,２０８円（２割） 

１,０５７円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

７４円（１割） 

１４８円（２割） 

２２２円（３割） 

１５１円（１割） 

３０２円（２割） 

４５３円（３割） 

 

 

※ ★営業体制整備評価加算 

送迎加算 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ７４０円 １,５１０円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

６６６円（１割） 

５９２円（２割） 

５１８円（３割） 

１,３５９円（１割） 

１,２０８円（２割） 

１,０５７円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

７４円（１割） 

１４８円（２割） 

２２２円（３割） 

１５１円（１割） 

３０２円（２割） 

２２２円（３割） 

 

※ ★サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ２４３円 ４８７円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

２１９円（１割） 

１９４円（２割） 

１７０円（３割） 

４３８円（１割） 

３９０円（２割） 

３４０円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

２４円（１割） 

４９円（２割） 

７３円（３割） 

４９円（１割） 

９７円（２割） 

１４７円（３割） 

※ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）で算定された単位数は区分支給限度基準額の 

算定対象外となっています。 

 

※ ★介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 要支援１ 要支援２ 

1.サービス利用料金 ４３６円 ８９２円 

2.うち、介護保険から給付される金額 

３９２円（１割） 

３４９円（２割） 

３０５円（３割） 

８０３円（１割） 

７１４円（２割） 

６２４円（３割） 

3.サービス利用に係る自己負担額（1-2） 

４４円（１割） 

８７円（２割） 

１３１円（３割） 

８９円（１割） 

１７８円（２割） 

２６８円（３割） 

※ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）で算定された単位数は区分支給限度基準額の 
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算定対象外となっています。 

☆ ご利用者がまだ要支援認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん

お支払いいただきます。要支援の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払

い戻されます（償還払い）。また、生活支援通所サービス計画が作成されていない場合も償還

払いとなります。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行うために必要となる

事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額

を変更します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 5 条、第 6 条参照） 

 以下のサービスは利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞  

①  介護保険給付の支給限度額を超える介護予防通所サービス・生活支援通所サービスの   

利用 

 介護給付費の支給限度額を超える介護予防通所サービス・生活支援通所サービスを利用

される場合は、サービス利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

 

② 食事の提供にかかる費用（食費） 

ご利用者に提供する食事の材料費や調理等にかかる費用です。 

（食事時間） 午前１１：４５～１２：３０   料金： 1 食５８０円 

③ レクリェーション、趣味活動 

ご利用者の希望によりレクリェーションや趣味活動に参加していただくことができます。 

 その際、材料代等の実費をいただくことがあります。 

④ 複写物の交付 

ご利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とす

る場合には実費（1 枚につき１０円）をご負担いただきます。 

 ⑤ 喫 茶 

ご利用者の希望により１回１００円で数種類のメニューより選んでいただけます。 

ご利用時間内であればいつでもご注文いただけます。 

☆ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することが

あります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う 2 か月前まで

にご説明します。 

☆ 前各号に掲げるものの他、介護予防通所サービス・生活支援通所サービスの中で提供さ

れるサービスの内、日常生活においても通常必要になるものにかかる費用で、ご利用者

が負担することが適当と認められる費用は実費となります。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書大６条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、サービス利用終了後に、１ヶ月分の請求書をお渡しします。 

○金融機関口座からの自動引落≪手数料法人負担≫ 

中銀カード集金代行サービスによる預金口座引落支払いとなります。 

対象金融機関は国内におけるほぼすべての金融機関（全国の銀行、信用金庫、ゆうちょ銀行、 

農協など）の預金口座からの引落支払いが可能となっております。 

口座振替は、実際にサービスを利用した月の２ヶ月後の１０日及び１１日です。（金融機関によ

る）。ただし、当該引落日が銀行休日の場合、翌銀行窓口営業日となります。 
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※上記お支払い方法以外の支払いをご希望の際にはご相談ください。 

 

（４）利用の中止、変更、追加（契約書第 7 条参照） 

☆ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、介護予防通所サービス・生活支援通所サービ

スの利用を中止又は変更することができます。この場合にはサービスの実施日の前日まで

に事業者に申し出てください。 

☆ 月のサービス利用日や回数については、利用者の状態の変化、介護予防サービス計画・

生活支援通所サービス計画書に位置付けられた目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変

更することがあります。 

☆ 利用者の体調不良や状態の改善等により介護予防通所計画・生活支援通所計画に定め

た期日よりも利用が少なかった場合、又は多かった場合でも日割りでの割引又は増額はしま

せん。 

☆ ご利用者の状態の変化等により、サービス提供量が、介護予防通所計画・生活支援通所

介護計画に定めた実施回数、時間数等を大幅に上回る場合には、介護予防サービス計画・

生活支援通所サービス計画の変更又は要支援認定の変更申請、介護認定申請の援助等必

要な支援を行ないます。 

 

 

☆ 月ごとの定額制となっているため、月の途中から利用を開始したり月の途中で終了した場

合であっても、以下に該当する場合を除いては、原則として、日割り計算は行ないません。 

  一、月途中に要介護から要支援となった場合 

  二、月途中に要支援から要介護となった場合 

  三、同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 

☆ 月途中で要支援度が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単価に基づい

て利用料を計算します。 

☆ サービス利用の変更の申し出に対して、事業所の稼動状況により契約者の希望する機関

にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

・６．サービスにあたっての留意事項 

  利用者は介護サービスの提供を受ける際に、次の事項について留意するものとする。 

  サービスの利用にあたっては、医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日の健康状態

を職員に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるよう留意する。 

・７．緊急時の連絡先 

  社会福祉法人 幸輝会      電話番号   ０８６－２７５－０２２０ 

  高島デイサービスセンター    電話番号   ０８６－２７５－０３０７ 

 

８．事故発生時の対応について                               

（１）事故発生時には、利用者の家族、主治医、各関連機関と連携を取りながら速やかな

対応をします。 

（２）利用者の家族、利用者の関係する居宅介護支援事業所、市町村に対して速やかに連

絡等を行います。 

（３）賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 （契約書第１２、１３条参照） 

（４）事故発生時の状況を調査分析し、再発防止策を講じるものとします。  
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・９．非常災害対策 

  非常災害対策に備えて、消防計画、風水害、地震等に対する計画を作成し、防火管理者また

は火気・消防等についての責任者を定め、年２回以上定期的に避難、救出その他必要な訓練

を行います。 

・１０．身体拘束の禁止 

  原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束は行いません。ただし、緊急やむを得な

い理由により拘束せざるを得ない場合には利用者及びその家族へ十分な説明を行い、同意を

得るとともに、その態様、時間、その利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得ない理由につ

いて記録します。 

・１１．虐待防止のための措置 

  利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努め、 

利用者の人権保護、虐待防止等のため責任者を設置する等必要な体制の設備を行うと 

ともに、従業員に対し研修を実施する等の措置を講ずるように努めます。 

 

・１２．成年後見制度の活用支援 

  必要に応じ、利用者が成年後見制度を活用することができるよう支援いたします。 

 

・１３．個人情報保護について 

  従業員は、業務上知り得た入所またはその家族の秘密を保持いたします。また、従業員でなく

なった後においてもこれらの秘密を保持する旨を雇用契約の内容としております。 

・１４．苦情の受付について（契約書第 20 条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 

 ○苦情受付窓担当者  ［職名］  生活相談員    三島 芳江 

      ○受付時間   毎週月曜日～金曜日   ８：３０～１７：３０ 

      ○電話番号   ０８６－２７５－０３０７ 

○苦情解決責任者    ［職名］   管理者    田原 可道  

○第三者委員       [評議員]  高山 学  ０８６－２７９－４３１８ 

                  

 （２）円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制、手順 

①  担当者は直ちに利用者側と連絡をとり、直接利用者宅に行くなどして事情を 

聴き、苦情の内容の詳細を確認する。 

② 担当者は苦情の内容を管理者に報告し、管理者は担当者を含む全職員を召集 

苦情処理に向けた検討会議を開催する。 

③ 検討会議の結果を基に処理結果をまとめ、管理者は必ず翌日までに具体的な 

対応を指示する。  

④ 担当者は利用者宅を訪問し謝罪するとともに、検討結果を説明する。 
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⑤ 担当者は苦情処理結果記録を台帳に記載、整理する。管理者は再発防止に 

努めるよう全職員に徹底する。 

  

（３）行政機関その他苦情受付機関 

岡山市保健福祉局 

事業者指導課 通所事業者係 

 

岡山市北区大供１－１８ KSB 会館４階 

電話番号  ０８６－２１２－１０１３ 

岡山県 

国民健康保険団体連合会 

岡山市北区桑田町１７－５ 

電話番号  ０８６－２２３－８８１１ 

岡山県社会福祉協議会 

 

岡山市北区南方２－１３－１ 

電話番号  ０８６－２２６－２８２７ 

・１５．地域包括センターとの連携 

  地域の包括的な支援に向けて、地域包括支援センターとの連携を強化し、求めがあった場合

には地域ケアにも参加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        


